
 

『デジタル化は全社的取組で推進 中小企業・小規模企業白書』 
 

 中小企業庁は「令和２年度中小企業の動向」と「令和３年度中小企業施策」（中小企業白書）および「令

和２年度小規模企業の動向」と「令和３年度小規模企業施策」（小規模企業白書）をまとめ公表した。新

型コロナ感染症の影響や、今回の危機を乗り越えるために重要な取組として、事業の見直し、デジタル

化、事業承継・Ｍ＆Ａに関する取組などについて豊富な事例を交えながら調査・分析した。ポイントは▽

感染症流行により多くの中小企業が引き続き厳しい状況にある▽事業環境の変化を転機と捉え、顧客

のニーズや自社の強みに着目し、事業を見直すことも重要▽財務状況を把握し、事業環境の変化に合

わせた経営戦略を立てていくことが必要▽デジタル化推進に向けては、デジタル化に積極的な組織文

化の醸成や業務プロセスの見直しなどの組織改革を、経営者が関与し、全社的に推進していくことが重

要▽事業承継後に新たな取組にチャレンジする企業が多く、事業承継

は企業の成長・発展のためにも重要。事業承継策の一つであるＭ＆Ａ

はイメージが改善し、件数も増加▽感染症流行による消費者の意識・

行動の変化に着目し、新たな需要を獲得する小規模事業者も存在▽

地域とのつながりやＳＤＧｓへの取組は小規模事業者の持続的発展に

貢献など。 

 

 『コロナ禍での雇用シェアや業態転換の動向を初調査－日商』 

 
 日本商工会議所ならびに東京商工会議所は、「コロナ禍における雇用・就業面での対応等に関

する調査」として、全国４７都道府県の中小企業６，００７社にむけて調査を実施した（回答企

業数３，００１社／回答率：５０．０％）。ポイントは以下の通り。＜同一労働同一賃金への対

応＞○「対応の目途が付いている」は９．５％増加したが５６．２％にとどまる。＜人手不足の

状況＞○「人手が不足している」４４．４％で、８．０％増加し再び人手不足傾向に。＜雇用シェ

ア（在籍型出向）の実施・検討状況＞○「他社社員の出向での受入れを検討したい」９．７％。

課題として「人件費等、出向の相手先企業との経費負担の取決め」、「出向者の適正や能力・ス

キル」、「出向者の対象となる人材の選定」など。＜業態転換に伴う雇用・就業面での対応＞○

「業態転換した」、「業態転換する予定（検討中を含む）」とした企業１４．４％。＜テレワー

クの実施状況＞○「現在も実施している」２１．４％で、特に「緊急

事態宣言エリア」（３１．５％）および「東京都」（５４．３％）に

比して、宣言エリアおよび東京都以外は１割台にとどまる○テレ

ワークの実施によって生じた課題は、「コミュニケーション」、「マ

ネジメント・労務管理」、「コスト・テレワーク環境」全般にわたる。 
 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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